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6月 度理事会の概要

1  ■
                           "  :

開催 日時 :Ⅲ
・
幸晟 28年 6月

'3日

(木)お 蒔bO分～17時 00分

.黎・ 冊 催 場 所 :・‐ 文京シビックセンター' 3階 B.会議室 ‐     ・ .

'  ||  `,1.  、           ‐

理i事,総数 ,  10人   '  ́    .    : ■‐■‐

出席理事数 :   8人

(1)理事長挨拶
定刻になりました。6月 度の理事会を開催させて頂きます。

(2)業務報告
1    - l i`

①事務局運営・渉外

5月 27日 (金) 第 49回通常総会 東京ガーデンパレス
高千穂の間

5月 2?甲 (目 )..霜套‐省集ボ撃鸞甲警βllll曇彗貪 畠鳥
5月 31日 (火) (勇

暮肴倉曇学踏露肇念進設|'111準
|:甲署諄 早長 :叫藁.‐

6月  6日 (月 ) 業務決裁  :・ ・広江理彗長 (会社たて )

.  :   i  l  ド

6月  9日 (木) 日本メンテナン不鶴 谷口社長 訪問
■ 1          広注違事長 面野事奉嶽計

6月 14日 (火) 経営診断  ・・・ 小出会計



6月 20日 (月 ) 業務決裁  ・・・広江理事長 (会社にて )

② 事務局報告
第 11回青年部総会が 6月 10日 (金)文京区民センター
で行われた。今回、役員改選があり下記のように新役員が

決定した。

会長  保谷健ニ   ユージーメンテナンス開
副会長 藤岡 実   藤岡防災設備榊
会計  河田 豊   欄フイズエンジニアリング
書記  橘  毅   欄練馬ホゼン

敬称略

③広報  6月 10日  「防災組合ニュース」 453号  発送
8月 に機関紙 「防災設備」の発行。

④教育

今回、引き続き担当になつた磯部副理事長が欠席のため

今後の方針を聞くことができなかった。前年度から引き継いで

いる計画を早めに実現して行きたい。

⑤福利厚生 。企画

今期、移動理事会は 7月 に行 う。

先月の理事会で検討 された青年部主催のボー リング大会は

再度、論議をした結果、従来通 り理事会主催で行くこととなっ

た。

⑥財務・共同購買

5月 、6月 の売り上げが芳しくない。早い段階で手を打つ
必要がある。取り扱いの商品の幅を広げて行くこと

組合が出来るきめ細かいサービスを行っていく等
具体化を急ぎたい。

⑦開発

特 にな し。
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③研究部会

防犯意識の高まりでこの分野への参入を検討したい。

また、今、有線のランが見直されている。この分野への

参入の可能性を探りたい。

⑨防排煙検討委員会

防排煙設備実務要領の本が完成したので防排煙検討委員

会は廃止する。

⑩青年部

総会で新執行部が決まつた。 (事務局報告参照)

前会長の平澤光昭氏は青年部を卒業した。

①支部運営促進

正副支部長会議が 9月 15日 (木 )に決まつた。それまでに
各支部会議を行つてもらう。本部で検討議題を決定し各支部

に伝達する。

⑫その他の事業について

特になし。

(3)議案の審議

1号議案

新役員の役割分担

広江理事長より各セクションの説明と役員の割 り振 りが行

われた。大きな改正点は

① 財務部 と共同購買を統一 し、財務挙動共同購買部とする。
理由
。理事会での報告の際、財務と共同購買は一括で発表を行つ
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ている。
。今期以降、共同購買に力点をおき販売の拡大をはかる。

財務と一体化することで担当する理事が増員できる。
・担当理事は常に財務状況を把握し営業活動等を行つて行く。

② 防排煙検討委員会
本の発行が完了したので廃止とする。

③ 研究部会
原点に立ち返る。理事会で解決しきれないような問題を

深く掘り下げ審議し、解答を出し、再度理事会の俎上に上

げ、理事会で審議する。スタッフは支部会より参集いただ

く。

④ 監事は引き続き中山さん、佐藤さんにお願いする。

⑤ 渉外 賀詞交歓会等の会合に参加を促してもらう。
吉田理事、自木理事に依頼。

⑥ 福利厚生 引き続き古木副理事長にお願いする。
今期は屋形船、ボーリング大会、賀詞交歓会

参カロ人数を大幅に増やす努力して頂く。

⑦ 開発部 青年部と共同でカタログの製作を行って行く。
新理事村田氏に青年部とのパイプ役として

活動して頂く。

第 2号議案 その他
特になし。

次回理事会予定  7月 21日 (木 ) 移動理事会
箱根湯本 河鹿荘
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平成 28年 6月 度業務報告

。月 日 (曜)    ・内 容 等           ・来局理事等

5月 27日 (金) 第49回通常総会   東京ガーデンパレス 高千穂

5月 29日 (日 ) 防災かながわ協同組合総会懇親会・・・箱根高原ホテル
広江理事長 出席

5月 31日 (火) (一社)全国消防機器協会 設立50周年記念祝賀会
明治記念館 岡野事務局長  出席

6月  6日 (月 ) 業務決裁 ・・ 。   広江理事長 (会社にて)

6月  9日 (木) 日本メンテナンス株式会社 谷口社長 訪間
広江理事長、岡野事務局長

6月 14日 (火) 経営診断 ・・・   小出会計

6月 20日 (月 ) 業務決裁 ・・・  広江理事長 (会社にて)



消防予第 211号
平成 28年 6月 17日

集響量駐畢鼈 説量}殿
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樹脂製消火器の不具合 (破裂事故)に係る注意喚起について

このたび、厨房内に設置されている樹脂製消火器 (本体容器にポリエチレン

ナフタレートを用いた消火器)に係る不具合 (破裂事故)が発生したとの報告が
当該製品の製造者からありました。
現在、製造者において、顧客や販売代理店等に対してその取扱いに関する注

意喚起及び厨房内に設置されている樹脂製消火器の回収交換が行われているこ

とから、消防機関においても、取扱い等に留意するようお願いします。 (事故
概要及び当該製品の取扱い等については別添を参照)
また、当該事故の原因については、現在詳細な調査が進められているので、
調査結果及び再発防止策に関する報告があり次第改めて通知する予定です。

都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の市町村 (消防
の事務を処理する一部事務組合等を含む。)に対して、この旨周知していただ
くようお願いします。

別添資料  「樹脂製消火器の破裂事故概要及び取り扱い方法等について」

消防庁予防課

担当 :巴、田中

読 :03‐ 5253・7523

FAX:03・ 5253・7533
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別添

2016年 6月 16日

株式会社初田製作所

樹脂製消火器の破裂事故概要及び取り扱い方法等について

1.事故概要
(1)発生時の状況
清掃用として業務用アルカリ洗剤が用いられている厨房に設置されている当社の樹脂

製消火器において、消火器本体が破裂することにより消火薬剤が広範囲に飛散する事故
が発生しました。 (計 4件)。 負傷者なし。
事故原因は、特定の薬品が本体容器に付着すること、及び消火器内に蓄圧されている

圧力が応力として作用した影響により、本体容器にケミカルクラックが発生したことに

起因していると推定しています。

(2)原因調査について
現在、詳細な原因の究明と再発防止策を構築するため以下について徹底的な調査を行
っています。また、原因究明と再発防止策が講じられるまでの間、当該樹脂製消火器の

製造は中止しています。

① 原因物質の特定

② 長期的な影響の評価

③ 再発防止策の有効性の評価

2 既に設置済みの樹脂製消火器の取り扱い等
(1)自主交換について
今までに販売した全ての樹脂製消火器の設置場所を確認し、厨房内に設置されている
樹脂製消火器については、SUS製消火器への自主交換を進めています。この自主交換に
関する情報は、弊社のホームページ等に掲載しています。
【交換対象品 :厨房内に設置されている以下の樹脂製消火器】
① 粉末消火器 (赤色) 型式番号 :消第26～ 5号  器種名 :カルミエ CM10EP
② 強化液消火器 (青色)型式番号 :消第27～ 45号 器種名 :カルミエ CM2.511N
(2)保護カバーの無償提供について
厨房以外に設置されている場合は問題ないと判断していますが、更にご安心いただく
ため消火器に被せる保護カバーを準備し、ご要望されるお客様へは無償でご提供してい
ます。

(3)設置場所に関する留意事項について
樹脂製消火器については、素材そのものが有する特性に基づく留意事項として、本体
容器ラベル及び取扱説明書に『有機系溶剤、強酸・強アルカリ類の薬品が使用されるま
たは保管される場所に設置しないでください』と記載していますが、さらに、上記 (2)
の交換対象品以外の樹脂製消火器が、今後、厨房等に設置されないように注意を促すた
めの措置として、「厨房設置不可シール」を貼付しています。

3.本件に関するお問合せ先
株式会社初田製作所 商品開発部部長 佐藤 淳也 (072)8561288
不在時お問合せ先  品質保証・環境管理部部長 鈴木 剛 (072)856-1285
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消 防予第 186号

平成 28年 6月 3日

各都道府県

黎 量 }殿

消防庁予防課長

(公 印 省 略 )

エアゾール式簡易消火具の不具合に係る注意喚起等について

標記の件については、「エアゾール式簡易消火具の不具合に係る注意喚起等に

ついて」 (平成 26年 7月 15日 付け消防予第 281号)に より注意喚起をお願いし
ているところですが、下記対象製品については、これまでに約 65,000本が回収

されており、近年は事故認知件数も減少傾向となっております。 Gり添 1「エア

ゾール式簡易消火具の製品事故の状況」参照)

一方で、引き続き下記対象製品に係る破裂事故が確認されていることから、

各機関におかれましては、下記事項に留意し、引き続き注意喚起をお願いしま

す。

また、破裂事故を覚知した場合は、「消防用設備等及び消防関係製品に関する

不具合・事故等に係る情報の消防庁への報告について」 (平成 22年 3月 31日付

け消防予第 156号 消防危第 50号)及び「消防用設備等及び消防関係製品に関
する不具合・事故に係る情報の消防庁への報告について」 (平成 22年 6月 7日

付け事務連絡)に基づき、報告をお願いします。
各都道府県消防防災主管部長にあっては、貴都道府県内の市町村 (消防の事

務を処理する一部事務組合等を含む。)に対してもこの旨周知いただくようお

願いします。

記

1 製 品

ヤマ トプロテック株式会社製 「ヤマ トボーイKT」 及び 「FMボーイ k」
のうち、別添 2に示す製造ロット番号に該当するもの。

2 不具合について
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当該エアゾール式簡易消火具は、製造工程上の不具合により容器内面の腐

食が進み破裂するもの。

3 廃棄処分の方法
当該エアゾール式簡易消火具は、消火薬剤を放射することで、容器内の圧力

が下がり破裂の危険が排除されるため、ヤマ トプロテック株式会社は別添 2

により消費者自身での薬剤放出及び廃棄処分を依頼している。 (ただし、消費

者自身で薬剤放出等をできない場合は回収により対応。)

「
     4 その他

(1)広報等に使用するため、別添 2のパンフレットが必要な場合は、以下の
連絡先に必要部数、送付先等を連絡してください。

ヤマ トプロテック株式会社 お客様相談窓口 _o120-801084
(2)当該製品事故は、気温の上昇と共に増カロする傾向が見受けられます。_
各機関におかれましても、火災予防運動や各種行事の機会をとらえた注意

喚起のほか、地域の広報誌、回覧板、ホームページ等への掲載など、引き続

き広報活動にご協力いただきますようお願いします。

く連絡先〉

消防庁予防課予防係 斎藤、竹葉
周呈言舌:03-5253-7523

E lllail:
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『エアゾール式簡易消火具』の製品事故

製品事故認知本数 7,176本  (2016年 4月 30日現在)
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エアゾール式簡易散 具 をお持ちのお客様ヘ

自主回収 対象商品の廃棄処分のお願い
新聞社告等でこ案内させていただいておりましたが、ヤマトプロテック株式会社製のエアゾール

式簡易消火具の一部におきまして、製造工程上の不具合を原因とする内部腐食の進行により

大きな音をともなう破裂事故等 が発生し、皆様には大変こ迷惑をおかけ致しております

ことを、深くお詫び申し上げます。

弊社では、これまで皆様のこ協力を得て自主回収を推進してまいりました。しかし、2012年で
製造から10年が経過しておりますが、まだ多数の消火具が残つている可能性が高く、事故防止

を図る観点から、今後とも皆様方のこ協力を得て一層の回収・廃棄に努めてまいります。

■対象商品(自主回収)

Eヤマトボ…イKTコ

製惜ロット番号 品質保誕期間

K0331 200501
K0331 2005_02
KN326 2005.02
KD317 2005_03
K1426 2005_04
K2407 2005_05
K2420 2005_05
K3407 200506
K3419 200506
K4422 200507
K7424 200510

■対象商品(自主回収)

[FMポーイk]
製造ロット番号 品質保証期間

KN301 2005.02
KN322 2005.02
KD319 2005_03

K1425 200504
K2408 200505
K2421 200505
K3406 200506
K3418 2005.06
K4423 200507
K7425 200510

製造ロット番号と品質保証期間は、

缶底に表示しています。

例えば、2005年 10月に品質保証
期間が過ぎる場合、以下のように

記載されています。

1量□日5.1日
対象商品 (自主回収)は、上記の製造ロット番号をご確認ください。すでに全ての商品は生産を中止しており品

算保証期間も過ぎておりますので、このチラシ裏面l手「ロレております【

=棄
摯分,す●1を参考に,棄処

分をお願いします。また、お客様の安全と安心をより確実|ものとすoため(上記の対象苦品 (白主回収)をゃ:  
持ちで廃棄処分に関してお困りのお客様は、弊社お客様相談窓甲までご連絡ください:なお、廃棄処分の対

11串昼靱串キ事写1事等事窄等
=:事

:11
:effqer{'1911'1!l*9Ferf gteu-gbe5FF3gelfiittllFtr*S.g{f -_?l-r4$g-:1',tt3.1:

憮 務T33瓢冨 目鐵 |

滞稀講纂砒芦
型
数碕

I‐F111=.IIIII「 I丁|「■1可IIIIIITIII,「III.III



福岡県 (平成19年 6月 )

物入れ(押入れ)に置いていた。

北海道 (平成19年 10月 )

収納庫の中から出てきた。

埼玉票 (平成23年 9月 )

物置に置いてあった。

押し入れ内より発見。

千葉県 (平成22年 10月 )

台所のシンクの中で発見。

福岡県 (平成21年 12月 )

会社倉庫内で見つけた。 自治会の集会場で見つかつた。

埼玉県 (平成17年 10月 )

事務所内′ヽ ロンサーバ横に設置していたもの。

:製纏築:11貫
=:1111

●■111

台下1

■廃棄処分の仕方■
1~~~~~

ロ レバーを握り、バケツなどに全量放射してください。排水口に直

接放射してもかまいませんが、その際は、消火薬剤が飛び散るこ

とがあ!りますのでご注意ください。

(放射するときは、本体を45度以上傾けずに放射してくださいご

左右方向、後ろ方向に傾けて使用しないでください。ガスのみ

が出て、十分に消火薬剤が放射されない恐れがあ:ります)

EI残ガスを完全に抜いてください。(30秒程度で全て出すことが出来ます)

Zヨ消火薬剤は水を主成分とした洗剤に近い成分です。下水などに流し

ても問題ございません。

E空 になった容器は、お住まいの自治体のルールに従ってご処分ください。

■誤つて放出された場合

●薬剤は水溶性ですので、か

ら拭きで薬剤を取除いた後

に水拭きのお掃除をオスス

メします。

さらにベレ■感のある場合は、

さらに水拭きとから拭きをし

てください。また、お肌の弱

い方は、薬剤が手についた

場合、肌荒れなどを起こす

事も考えられますので、ゴム

手袋。モップなどの使用をオ

ススメします。

■廃棄上のこ注意

●Aに向tナて麟 しないでくだ

さい。

●商品缶体に取扱いにおける

注意事項が記載されていま

すので、凛 認ください。

●消火薬剤がかかったときは、

多量の水で洗い流してくだ

さい。特に消火薬剤が誤っ

て目に入ったときは、すみや

かに水道水で洗い流してく

ださい。もし、充血したり目に

痛みを感じたときは、医師の

診察を受けてください。

福岡県 (平成23年1月 )

お問い合わせ:鍵鰹 [II11■ふ
には健月ぃたしません.

,7「2ロデック株式会社
お郵湘議錮《)0120‐8011084

F社ホームベージにも詳網を掲載しておりま

“

httpJハ″un″ yamatoprotec co.lp′ 受付時 F85・ 月～金 (祝日除く)午前9:00～午後5:00
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省

・　
〈
「

○
総
務
省
令
第
六
十
号

建
築
基
準
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律

（平
成
二
十
六

年
法
律
第
五
十
四
号
）
の

一
部
及
び
建
築
基
準
法
施
行
規

則
等
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
共
平
成
二
十
八
年
国
土
交

通
省
令
第
十
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
消
防
法

（昭

和
二
十
〓
年
法
律
第
百
八
十
六
号
）
第
八
条
の
二
の
二
第

一
項
、
第
十
七
条
の
三
の
三
及
び
第
十
七
条
の
八
第
五
項

並
び
に
消
防
法
施
行
令

（昭
和
三
十
六
年
政
令
第
二
十
七

号
）
第
十
二
条
第
二
項
第
二
号
イ
、
第
十
三
条
第

一
項
、

第
二
十

一
条
第

一
項
、
第
二
十
七
条
第
五
号
並
び
に
別
表

第

一
日

項

ハ
及
び

二
の
規

定

に
基
づ

き

、
消
防
法

施
ケ

則

の

一
部

を
改

正
す

る
な

令
を
次

の
よ

う

に
定

め

る
．

平
成
二
十
八
年
五
月
ぜ
十
七
日
総
務
大
臣
　
山
本
　
早
苗

消
防
辮
鰯
律
獅
賄
醐

酬

・一鍮

鞣

盛

駒

震

鷺

〓

´

の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
．

第
四
条
の
二
の
四
第
四
項
第
十
三
号
を
同
項
第
十
五
号

と
し
、
同
項
第
十
二
号
中

「第
二
条
第
二
十
三
号
」
を
翼

二
条
第
二
十
五
号
」
に
改
め
ｒ
同
号
を
同
項
第
十
四
号
と

し
、
同
項
中
第
七
号
か
ら
第
十

一
号
ま
で
を
二
号
ず
つ
繰

り
下
げ
、
同
項
第
六
号
中

「第
四
条
の
二
十
第
三
項
に
規

定
す
る
建
築
設
備
検
査
資
格
者
で
、
建
築
設
備
」
を

「第

六
条
の
六
の
表
の
０
項
の
０
欄
に
規
定
す
る
建
築
設
備
検

査
員
で
、
建
築
設
備

（昇
降
機
を
除
く
。）
及
び
防
火
設
備

（同
表
の
日
項
の
０
欄
に
規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
が
定

め
た
も
の
に
限
る
。）」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
七
号
と

し
、
同
号
の
次
に
次
の

一
号
を
加
え
る
。

八
　
建
築
基
導
法
施
行
規
則
第
六
条
の
六
の
表
の
日
項

の
同
欄
に
規
定
す
る
防
火
設
備
検
査
員
で
、
防
火
設

備

（前
号
の
防
火
設
備
を
除
く
。）
の
検
査
に
つ
い
て

五
年
以
上
の
実
務
の
経
験
を
有
す
る
者

第
四
条
の
二
の
四
第
四
項
第
五
号
中

「第
四
条
の
二
十

第

一
項
に
規
定
す
る
特
殊
建
築
物
等
調
査
資
格
者
で
、
特

殊
建
築
物
等
」
を

「第
六
条
の
六
の
表
の
い
項
の
国
欄
に

規
定
す
る
特
定
建
築
物
調
査
員
で
、
特
定
建
築
物
」
に
改

め
、
同
号
を
同
項
第
六
号
と
し
、
同
項
第
四
号
を
同
項
第

五
号
と
し
、
同
項
第
二
号
の
二
を
同
項
第
四
号
と
す
る
．

第
五
条
第

一
項
第

一
号
中

「以
下
」
を

「次
号
及
び
次

項
第
二
号
に
お
い
て
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
第
二
号
中

「風
俗
営
業
等
の
規
制
及
び
業
務
の
適
正
化
等
に
関
す
る

法
律

（昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
二
号
と
を

「風
営

法
」
に
改
め
る
。

第
十
三
条
の
二
第

一
項
中

「第
十
四
条
」
を

「第
十
四

条
第

一
項
第

一
号
」
に
改
め
る
。

第
二
十
二
条
の
六
第
六
項
第
二
号
中

」
第
二
条
」
を
一
第

二
条
第
四
項
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中

「第
二
条
」
を

「第
四
条
」
に
改
め
、
同
項
第
五
号
中

「又
は
第
二
項
に

規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
資
格
を
有
す
る
」
を

「に
規
定
す
る
建
築
物
調
査
員
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け

て
い
る
者
又
は
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
建
築
設
備
等
検

査
員
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る
」
に
改
め
る
。

第
二
十

一
条
の
八
第
二
号
中

「大
都
市
地
域
に
お
け
る

住
宅
地
等
の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
造

を
「大

都
市
地
域
に
お
け
る
住
宅
及
び
住
宅
地
の
供
給
の
促
進
に

欄射発替捌雑帷華籍
一‐こ轍嶋
「る孵
一条」を
「第
一条

第
五
号
」
に
改
め
る
。

第
二
十
三
条
の
十

一
第
六
項
中
穴
消
防
学
校
の
教
育
訓

嚇̈
疇警」̈
「村』一勘『一畔』秦̈
峙〉赫藁等

争悌紅対悧議「枷疇仁
一号紳独岬鰤加計眸読臨艇諜

す
る
」
を
穴
平
成
九
年
通
商
産
業
省
令
第
五
十

一
号
）
第

二
十
三
条
第

一
項
、
第
四
十
三
条
又
は
第
六
十
三
条
の
規

定
に
よ
り
設
置
す
る
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
中

「第
十

条
第
十
二
号
」
を

「第
七
条
第

一
項
第
十
五
号
」
に
、
「第

十
二
条
第
十
八
号
及
び
第
七
十
八
条
第

一
項
第
九
号
の

五
」
を

「第
六
条
第

一
項
第
二
十

一
号
、
第
七
条
の
三
第

一
項
第
七
号
及
び
第
五
十
五
条
第

一
項
第
二
十
六
号
」
に

改
め
、
同
条
第
四
号
中
只
昭
和
四
十
五
年
通
商
産
業
省
令

第
九
十
八
号
と
を
ス
平
成
十
二
年
通
商
産
業
省
令
第
百
十

一
号
と
に
改
め
る
。

附
　
則

こ
の
省
令
は
、
建
築
基
準
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律

附
則
第

〓
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
旧

（平
成

二
十
八
年
六
月

一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

Ⅲ
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一
一
が
る
場
合
の
二
通
り
あ

〓
る
」
と
話
す
の
は
、
東
京
医

一
科
大
学
病
院
救
命
救
急
セ
ン

，
タ
ト
長
の
織
田
順
准
教
授
。

一

一
前
者
の
例
は
熱
中
症
だ
。

: 11 零辱ァの発熱時の対処法と受

∋→蘇め品を1
‐コ)(冷やす)薔あ稀I

犬は医療機関の受診を二̈………|………1
症 状

ひとい脱水。尿の色が濃く、

も
放

こ回数が減る

時
は
保
温
（
暑
く
な

っ
た
ら
　

は
、
タ
オ
ル
を
１
枚
巻
い
た

鈴
ゃ
す
“
ど
ち
ら
が
気
持
ち

　

ほ
う
が
い
い
。
熱
を
下
げ
る

い
い
か
で
判
断
す
る
共
同
）
。
　

効
果
は
薄
い
が
、
額
を
冷
や

力
錐鯛
髪
け
ヽ
議
繁
ト

け
“
貯
輔
峠
】
錮
華
』
む
『

」
け
れ
「
つ
い
叶
”
車
林
務
『

´

悩

一
押

一
胃
危

拠
恣
繹
師
［

3盤房珈
ツ`キリ

呼吸が苦しい:爪や唇の色が悪い

激しく吐く、下痢。水分を受け
付けない

葉
県
自
井
市
）
の
烏
海
佳
代

子
院
長
は

「子
ど
も
は
体
が
一

小
さ
く
脱
水
症
状
を
起
こ
し

や
す
い
。
小
さ
い
子
で
あ
れ

叡
箋

』
喫
綴

翼

甕

・

解
熱
剤
な
ど
薬
の
使
用
は

ど
う
だ
ろ
う
¨

「解
熱
剤
を

使
用
し
て
熱
を
下
げ
る
と

一

＝
叫
一　
に
は
葛
根
湯
と
い
う
考
え
」

を
症
状
に
合
わ
せ
て
使
う
」
。

一
迷

っ
た
ら
、
業
局
薬
剤
師
や

一
医
師
に
相
談
も
よ
う
。

測
は
／
跡
懸
¨

いずれの場合も水分を十分に取る
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事 務 局 だ よ り

◎組合新組織及び担当役員

平 成 28年 度
組 合 組 織 図

(担当 :

松原・武藤)

(担当:村田)

(担当:中山・佐藤 )

(事務局長 :岡野)

(担当:吉日・白木)

(担当:武藤))

(担当 :広江 )

(担当:松原・磯部・永井)

(担当:古木 )

(担当:磯部・松原・村田)

(担当:中島・古木・永井・吉日)

(担当:白木)

(担当:中島)

(担当:中島・永井・武藤・村田)

(担当:吉田・白木・村田)
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◎共済制度について

●消防設備保守・点検・設置工事等の賠償責任保険 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店 。株式会社サンリビング)と提携
しています。請負業者賠償責任保険 。生産物 (完成工事)賠償責任保険 。

受託者賠償責任保険がセットになつた総合型の保険です。

●自動車共済制度 :

関東自動車共済共同組合と提携しています。

●団体傷害補償制度 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店 。株式会社サンリビング)と提携

していますg

◎ ご注文は今後もFAXでお願いします。
組合員の皆様には、いつも FAXでご注文をいただき誠にありがとうござ
います。ご注文の商品名・数量等間違いのない納品をさせて頂くために、

ご注文は今後ともFAXでお願いいたします。
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事 務 局 だ よ り

◎組合新組織及び担当役員

平 成 28年 度
組 合 組 織 図

(担当 :

松原・武藤)

(担当:村田)

(事務局長 :岡野)

(担当:吉田・白木)

(担当:武藤))

(担当:松原・磯部・永井)

(担当:古木)

(担当:磯都・松原・村田)

(担当:中島・古木・永井・吉田)

(担当:白木)

(担当:中島)

(担当:中島・永井・武藤・村田)

(担当:吉田・白木・村田)

(担当 :中山・佐藤)
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◎共済制度について

●消防設備保守・点検・設置工事等の賠償責任保険 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店・株式会社サンリビング)と提携
しています。請負業者賠償責任保険 。生産物 (完成工事)賠償責任保険・
受託者賠償責任保険がセットになった総合型の保険です。

●自動車共済制度 :

関東自動車共済共同組合と提携しています。

●団体傷害補償制度 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店・株式会社サンリビング)と提携
していますも

◎ ご注文は今後もFAXでお願いします。
組合員の皆様には、いつも FAXでご注文をいただき誠にありがとうござ
います。ご注文の商品名・数量等間違いのない納品をさせて頂くために、

ご注文は今後ともFAXでお願いいたします。
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